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Abstract 

This research deal with IoT platform business in manufacturing companies. 

Manufacturers have a lot of existing facilities and devices. They have value creation 

potential since they can be incorporated into the IoT platform. This study proposes a 

design method for IoT platforms. In this research, IoT platforms are assumed to include 

hardware devices and software. 

In the manufacturing industry, it becomes crucial to make a profit due to the progress 

of commoditization. To get out of this situation, we need to create additional value from 

data in manufactured devices. In recent years, information technologies such as IoT, AI, 

Big Data are advancing increasingly. Additionally, platforms utilizing information 

technology have been built. From the standpoint of the manufacturing industry, although 

using existing devices is effective, it is not easy to balance additional sensors and benefits. 

Also, deploying to multiple services instead of a single service, the provided value will 

be improved. However, increasing demand makes decision-making difficult. 

The main objective of this paper is to support decision-making for constructing IoT 

platform business. It requires a design method and an effective model to build IoT 

platform business. This paper surveys existing platforms to make a model creating value 

from data. A design method is proposed by using the model. Finally, this paper evaluates 

the method to confirm that the proposal is achieved. 

IoT platforms have many stakeholders and components. To identify them, examining 

the cases of existing IoT platform business. This paper proposes a model from these 

results. This model has stakeholders, components, and additional value layers. The layers 

have business, service, function, and technology layers. Using these layers can conduct 

creation value from data. 

There have been many papers on designing IoT systems and designing platforms. 

However, there has been little research on designing IoT platform. This paper proposes a 

design method for IoT platforms. This method uses the model given above. It focuses on 

services and analyzes value creation. This paper calls the method “Service function 

deployment”. 

An experiment is conducted to evaluate the proposed method. It has a comparison of 

two methods. One method is “Service function deployment”, the other is a class diagram. 

A class diagram is a famous method for structural design. Participants of the experiment 

are ten people. Eight people are designers. 2 people are evaluators. The designers use 

templates to design platforms and evaluate methods. The evaluators confirm completed 

templates and evaluate them from the management’s point of view. “Analytic hierarchy 



 

process” is adopted as the evaluation method.  

In the designer's perspective evaluation, a class diagram superior to "Service function 

deployment" in terms of almost all. Designers tend to prefer a class diagram for design. 

In the management perspective evaluation, “Service function deployment” is superior to 

a class diagram in terms of attractivity. Because “Service function deployment” enables 

clarification of value creation from data. 

In conclusion, “Service function deployment” enables IoT platforms to create 

additional value. Although “Service function deployment” is adequate for decision 

making, a class diagram should also be used in another phase. In the designer’s opinion, 

a class diagram is an effective way to get a bird’s eye view of the entire design. In future 

research, a proposal that mixes the two methods is needed. 
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第1章 序論 

本章では，IoT（Internet of Things）プラットフォームビジネス構築に関する

研究に取り組むに至った背景や課題について記述する．また，研究の目的とリサ

ーチ・クエスチョンを定義し，本研究の研究手法と対象とする領域について述べ

る． 

 研究の背景 

製造業において，優れた製品を開発しても図 1-1 に示すように急激な価格低

下により利益に結び付けることが困難な状況となるコモディティ化の発生が問

題となっている．図 1-2 に示すようにコモディティ化の要因としては，モジュ

ール化およびモジュールの市場化による“差別化シーズの頭打ち”と基本機能充

足による“顧客ニーズの頭打ち”がある（延岡 2006: 2-5）．  

 

（（延岡 2006: 13）付図 2 より引用） 

図 1-1 主要デジタル家電機器の価格推移 
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（（延岡 2006: 2）図 1 より引用） 

図 1-2 コモディティ化の要因 

 

製造業が付加価値獲得を示す指標として ROE が用いられる．図 1-3 のよう

に日本，米国および欧州の製造業主要企業の ROE を比較すると，日本は常に低

い状態にある．そのため，日本の製造業における低収益性が課題となっている．

コモディティ化が進む状況において，業務の効率化や合理化の推進だけでなく，

新たな付加価値の創出が求められている．ハードウェアとソフトウェアを統合

したソリューションにより，データ資源を活用した付加価値創出を実現し，確実

に対価を得る必要がある（経済産業省 2018: 35-36）． 
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（（経済産業省 2018: 35）図 115-5 より引用） 

図 1-3 製造業における ROE の国際比較 

 

IDC(2018)によれば，図 1-4 のように，2025 年に全世界のデータ量は，175ZB

まで増加すると予想されている．また，175ZB のうちの 90ZB は，数十億の IoT

デバイスによって生成されるものと考えられている．（IDC 2018: 2-6） 

 

（（IDC 2018: 6）Figure 1 より引用） 

図 1-4 全世界のデータ量の増加 
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経済成長への貢献が期待されている ICT 技術として，IoT，ビッグデータ，AI

がある．IoT によりデータ収集・見える化を実現し，データを多角的かつ時間軸

に従い蓄積・保管することでビッグデータ化し，蓄積されたデータを AI により

分析を行うことで，未来の予測が可能となる．これらの一連の包括的な技術を

「広義の IoT」と呼ぶ．「広義の IoT」を活用することにより，付加価値の創出

が実現可能となり，企業の経済活動の向上にとどまらず，社会の継続的発展に寄

与する社会経済インフラを構築することが期待できる（総務省 2016: 6-7）． 「広

義の IoT」による価値創出実現の概念を図 1-5 に示す（三菱総合研究所 2016: 

16）． 

 

（（三菱総合研究所 2016: 16）図表 2-1-2-3 より引用） 

図 1-5 広義の IoT 
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近年の IoT，ビッグデータ，AI などの情報処理技術の進歩により，データ収

集・分析・フィードバックが可能となった．それにより，製品の機能および性能

の向上を実現し，製品の機能および性能から得られるサービスに価値が移行し

ている．製品から得られるデータそのものが価値源泉となっている．先進的な IT

企業を中心に，付加価値源泉であるデータを収集・分析・活用するプラットフォ

ームを構築し，競争力を高めている（経済産業 2016: 127）．情報処理技術を軸

とした企業間連携により業種横断的なプラットフォームが形成され,付加価値分

布の変化を示した様子を図 1-6 に示す． 

 

 

（（経済産業省 2015: 25）より引用） 

図 1-6 業種横断的なプラットフォーム形成 
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製造業の立場として，データ活用のビジネスを構築する場合は，既存設備を有

効活用することが考えられる．そのとき，提供するサービス実現に不足するセン

サー等の拡張が必要となるが，収益性とコストとのトレードオフを考慮したハ

ードウェア構成検討が必要となる．また，収集したデータを活用して，提供価値

を最大化することを検討する必要がある．単一サービスだけではなく，複数サー

ビスに利用することで，提供価値は向上する．利用目的を増やすことで多様なス

テークホルダーからの要求が増加する．そのため前述のバランス調整が必要と

なり意思決定が難航することが課題となる． 
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 研究の目的とリサーチ・クエスチョン 

本研究目的は，製造業における IoT プラットフォームビジネス構築の意思決

定を支援することである．本研究では，IoT プラットフォームビジネスを構築す

るための設計手法について提案および評価を実施する．メジャー・リサーチ・ク

エスチョン(MRQ)とサブシディアリー・リサーチ・クエスチョン(SRQ)を以下

のとおり設定する． 

 

MRQ: IoT プラットフォームビジネスを構築する際の意思決定をどのように

支援するか？ 

SRQ1: IoT プラットフォームビジネスのステークホルダーおよび構成要素は

何があり，それらはどのような関係にあるか？ 

SRQ2: IoT プラットフォームビジネスの価値創出を明示化するために，どの

ような設計手法があるか？ 

SRQ3: IoT プラットフォームビジネスの設計手法は，価値創出の明示化にど

のように有効であるか？ 
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 研究の方法 

本研究では，先行研究と先行事例の分析結果をもとに設計手法の提案を行い，

設計記述実験により提案手法の評価を行う．本研究の対象は，既存設備を持つ製

造業による IoT プラットフォームとする．プラットフォームは，ハードウェア

とソフトウェアを含むものとする． 

 

 本論文の構成 

本論文は本章を含めて全 6 章で構成される．それぞれの章の内容を以下に記

す． 

第 1 章： 序論 

本研究の背景，目的，研究方法および論文の構成を示す． 

第 2 章： 先行研究レビュー 

本研究に関連する先行研究のレビューを実施して，先行研究と本研究の差

異を述べる． 

第 3 章： IoT プラットフォームビジネスのステークホルダーと構成要素の分

析 

本研究に関連する先行事例の調査および分析を実施する．ステークホルダ

ーと構成要素を整理して考察をおこなう． 
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第 4 章： IoT プラットフォームビジネス設計手法の提案 

先行研究および先行事例の分析結果をもとに，設計手法の提案を行う． 

第 5 章： IoT プラットフォームビジネス設計手法の評価 

提案した手法の実験および評価を行い，手法の有効性を検証する． 

第 6 章： 結論 

実験の評価結果について考察を行い，各リサーチ・クエスチョンに対して回

答を行う． 
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第2章 先行研究レビュー 

 IoT システム設計に関する先行研究 

Mika Westerlund ら(2014)は，IoT ビジネスモデルを設計する手法として 

“Value Design”を提案している（図 2-1）．“Value Design”は，4 つの価値の柱で

ある Value Drivers，Value Nodes，Value Exchanges および Value Extracts から

構成される．ある動機（Value Drivers）のもとで，価値創出・価値獲得をするア

クター（Value Nodes）が価値交換（Value Exchanges）をしており，収益可能な

アクターおよび価値交換手段を抽出（Value Extracts）するための手法である．

（Westerlund et al. 2014: 10-11） 

 

 

（（Westerlund et al. 2014: 11） Figure 1 より引用） 

図 2-1 Value Design 
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Jaehyeon Ju（2016）らは，IoT ビジネス向けの汎用的なフレームワークを提

案している（図 2-2）．ビジネスモデルキャンバス（Osterwalder and Pigneur 2010）

をベースとして，IoT ビジネスモデルの分析を行う．9 つのブロック（顧客セグ

メント，価値提案，チャネル，顧客との関係，収益，キーリソース，キーアクテ

ィビティ，キーパートナー，コスト構造）について，それぞれのブロックに IoT

ビジネスとして必須の要素を記入する．ビジネス事業者は，必須要素を特定する

ことで，IoT ビジネスモデルでの価値創出を実現する（（Ju et al. 2016: 885-889））． 

 

 

（（Ju et al. 2016: 887）Table 4 より引用） 

図 2-2 IoT サービス向けビジネスモデルキャンバス 
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Gianna Reggio（2018）は，UML（Unified Modeling Language）をベースと

した IoT システムの要求仕様を抽出する手法を提案している．初めにクラス図

を簡略化したドメインモデルを作成する．次に図 2-3 のようにアクターのない

ユースケース図を用いてゴールを記述して，具体的に扱えるゴールに分解する．

図 2-4 のようにドメインモデルを拡張して，ゴールを達成するための実体・属

性・操作を追加していく（Reggio 2018: 10）． 

 

 

（（Reggio 2018: 13）Figure 6 より引用） 

図 2-3 ゴールの分解による要求分析 

 



13 

 

 

（（Reggio 2018: 15）Figure 7 より引用） 

図 2-4 IoT システム向けの拡張ドメインモデル 

 

S. Emre Alptekin（2017）は，IoT プロダクトの設計に QFD（Quality Function 

Deployment)（赤尾 1990）を採用している．エネルギー効率・リソース使用量

の考慮による持続性を確保しつつ，顧客の一般的な要求である機能・価格・セキ

ュリティ・プライバシーを満たすアプローチを提案している（Alptekin 2017: 28-

30）．  
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Rui Yang Chen（2013）は，IoT ベースのシステムに対して，ビジネス運用に

おける重要な信頼性・相互運用性・柔軟性への影響要因を定量評価するために

Fuzzy Cognitive Map と Fuzzy QFD を用いるアプローチを提案している（Chen 

2013: 1-2）． 

 

 プラットフォーム設計に関する先行研究 

Charith Perera ら（2014）は，IoT 技術をベースとした“Sensing as a service”

モデルを提案している（図 2-5）．センサーとセンサーオーナー，センサーパブ

リッシャー，拡張サービスプロバイダおよびセンサーデータコンシューマの四

層で構成されるモデルである．センサーは，温度や湿度などの物理現象を計測す

るデバイスである．センサーパブリッシャーは，センサーオーナーから許可を得

て，センサーデータをクラウドに転送・公開する．サービスプロバイダは，セン

サーデータにサービスを付加して価値を提供する．センサーデータコンシュー

マは，センサーデータの利用者であり，主に政府，企業，学術団体である．この

モデルを用いることで，データ取得コスト削減やデータ再利用などを実現し，イ

ノベーション促進が期待できる（Perera et al. 2014: 83-89）．  
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（（Perera et al. 2014: 83） Figure 3 より引用） 

図 2-5 Sensing as a service モデル 

 

Fereydoon Jariri ら（2008）は，自動車のプラットフォーム設計に QFD を用

いることを提案している．自動車業界では，プラットフォーム戦略が重要視され

ている．プラットフォーム意思決定のために，QFD を組み込んだ分析手法を用

いる．図 2-6 のように，顧客ニーズと技術要件，技術要件とコンポーネント特

性，コンポーネント特と対プロセスステップおよびプロセスステップと運用ス

テップの 4 段階の展開を行う（Jariri et al. 2008: 419-420）． 
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（（Jariri and Zegordi 2008: 420）Figure 1 より引用） 

図 2-6 QFD による 4 フェーズアプローチ 
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 先行研究と本研究との差異 

先行研究では，IoT システムの設計およびモデル化，プラットフォームの設計

およびモデル化を行っているが，IoT プラットフォームの設計を具体的に示した

ものがない状況にある．既存のプラットフォーム設計では，プロダクトを中心と

した要求や運用との関連付けを行う．それに対して，IoT プラットフォームは，

デバイスが生成したデータから価値創出を行う．価値を提供する基盤であるた

め，プロダクト中心のアプローチが有効ではない可能性がある．本研究では，IoT

プラットフォーム事例について分析およびモデル化を行い，そのモデルを元に

設計手法を提案する． 
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第3章 IoT プラットフォームビジネスのス

テークホルダーと構成要素の分析 

 IoT プラットフォーム事例 

 Amazon Echo 

Amazon Echo とは，Amazon が開発しているスマートスピーカーであり，同

社が提供する Amazon Alexa という音声認識機能により，様々なサービスを実現

する．具体的には，TODO リスト管理，音楽再生，アラーム設定，注文，検索

および他のスマートデバイス制御などがある．また，音声によりサードパーティ

のサービスを制御することが可能である（Chun et al. 2017: S15-S16）． Amazon 

Alexa エコシステムの概要を図 3-1 に示す．この図の例では，サードパーティの

アプリケーションとして，フードデリバリーやライドシェアなどがある． 

 

（（Chung 2017: S16） Figure 1 より引用） 

図 3-1 Amazon Alexa エコシステム 
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ピザチェーン店であるドミノピザは，Domino’s ANYWARE（図 3-2）という

注文プラットフォームを開発している． Amazon Echo との連携が可能であり，

Domino’s の Alexa スキルを追加することで利用可能となる．Alexa を経由して，

注文をすることで，事前に登録した住所へピザが配達される（Domino’s 2021）． 

 

 

（（Domino’s 2021）より引用） 

図 3-2 Domino’s ANYWARE 
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 日本エレクトロヒートセンター 厨房機器共通 IoT プラットフ

ォーム 

2020 年 6 月 1 日より HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）

という食品の原材料入荷から製品出荷までの全工程を管理して安全性を確保す

る手法に沿った衛生管理が義務化された． 

HACCP の制度化に伴い，食品業界では，食の安心・安全を守る取り組みが加

速すると同時に，厨房向け IT システムの開発が本格化している．そのような状

況のため，厨房機器メーカーや各業界団体から構成されるワーキンググループ

では，データを一元管理する共通 IoT プラットフォーム（図 3-3）の開発が必

要であるという結論となった（北川 2020: 15）．  

 

（（北川 2020: 16）図 3 より引用） 

図 3-3 厨房機器共通 IoT プラットフォーム概要図 
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厨房機器データを活用することで，業務改善を進め，効率良く付加価値の高い

業務を実現できる．厨房機器共通 IoT プラットフォームのデータを管理および

活用するために，マーケットプレイスゾーンがある．マーケットプレイス側にも

データベースを持ち，施設と機器の結びつけはこちらで行い，ビジネスに活用で

きる状態とする．図 3-4 のように，IoT プラットフォームからのデータ取得以

外に，スマートフォンアプリからのデータ入力，紙帳票の取り込みの入力を可能

にする．また，ダッシュボード作成，報告書作成，アラート通知機能を入れるこ

とで，衛生管理を効率的に行うサービスを実現することができる（関口 2020: 

32-36）． 

 

 

（（関口 2020: 34）図 4 より引用） 

図 3-4 マーケットプレイスサービス構成例 
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 三菱電機 電力 IoT プラットフォーム 

電力システム改革により，2020 年 4 月より発送電分離が行われ，送配電部門

の分社化が進められている．同時に，電力会社の業務系システムの分割・統合が

行われ，ICT 関連システムの需要が広がっている．また，電力自由化により小売

り・発電部門では厳しい競争があり，事業価値を高めるためにビッグデータ活用

による付加価値創出が必須となっている．センシング・制御・通信技術を活用し

た電力 IoT プラットフォーム（図 3-5）を構築し，ニーズに合うアプリケーシ

ョン開発を加速させている（八十田ほか 2018: 3-4）．  

 

（（八十田ほか 2018: 5）図 3 より引用） 

図 3-5 電力 IoT プラットフォーム構想 
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図 3-6 に示すように，電力 IoT プラットフォームを活用して，ICT ソリュー

ションを構築している．具体的には電力・燃料マネジメント，需給・小売りマネ

ジメント，設備管理，設備保全，現場保守支援，リモート保守，異常検知などに

活用されている（八十田ほか 2018: 5-6）． 

 

 

（（八十田ほか 2018: 6）図 4 より引用） 

図 3-6 電力 ICT ソリューション 
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 シップデータセンター 船舶データ収集プラットフォーム 

海事産業内では，航海機器や機関関係のセンサーを活用したサービスは過去

より存在したが，船陸間の通信の制限により，利用範囲は限定的であった．現在

では，通信技術および情報処理技術の進歩により，海事産業内においても船上の

様々なデータを集約・活用する動きが進んでいる．日本船舶工業会では，データ

の標準化・共有化の国際規格化作業を推進し，データ活用の幅を広げる環境整備

を進めている．また，公益性のあるデータ共有を実現するために，日本海事協会

がシップデータセンターを設立して，業界内の IoT プラットフォームをオープ

ン化した．図 3-7 に船舶データの集約方法と利用方法の概念図を示す．船上の

データを圧縮ファイルとしてメールに添付・送信するだけで，陸上に存在するデ

ータベースへ保管される．保管されたデータについては，適切なアクセス制御に

より，許可のあるユーザーのみが取得可能なように管理されている（池田 2017: 

70-71）． 
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（（池田 2017: 71）図 2 より引用） 

図 3-7 船舶データ集約・利用概念 

 

図 3-8 に示すように，業界内のステークホルダーカテゴリを定めている．カ

テゴリは，プラットフォームユーザー，プラットフォームプロバイダ，シップデ

ータセンター，ソリューションプロバイダ，ソリューションユーザーおよびデー

タバイヤーに分類される（池田 2017: 70）． 
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（（池田 2017: 71）図 1 より引用） 

図 3-8 ステークホルダーカテゴリとデータ利用関係 

 

 ステークホルダーと構成要素についての考察 

各事例のステークホルダーと構成要素について分析を行った．ステークホル

ダーとしては，サービス利用者・サービス開発者・クラウド開発者・デバイス開

発者に分類される．また，プラットフォーム構成要素は，クラウド・デバイスか

ら構成される．各事例についてステークホルダーの対応表を表 3-1 に示す． ま

た，構成要素の対応表を表 3-2 に示す． 
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表 3-1 各事例のステークホルダー 

ステーク 

ホルダー 

事例 

スマート 

スピーカー 
厨房機器 電力 船舶 

サービス利用者 
フード 

デリバリー等 
食品製造事業者 電力事業者 海運 

サービス開発者 サードパーティ 
食品業界向け 

SIer 
電力設備メーカー サードパーティ 

クラウド開発者 Amazon SIer 電力設備メーカー SIer 

デバイス開発者 Amazon 
厨房機器 

メーカー 
電力設備メーカー 船舶系 SIer 

 

表 3-2 各事例の構成要素 

構成要素 

事例 

スマート 

スピーカー 
厨房機器 電力 船舶 

クラウド Alexa 
東芝 

Meister RemoteX 

三菱電機 

INFOPRISM 

富士通 

(詳細非公開) 

デバイス Amazon Echo 冷蔵庫 発電設備 船上システム 

 

図 3-9 にステークホルダーおよび構成要素の関係をまとめた．各開発者（サ

ービス・クラウド・デバイス）により，プラットフォームを実装する．クラウ

ド＋デバイスによって構成されるプラットフォームをサービス利用者が利用す

る．サービス利用者は，直接または間接的に各開発者へ対価を支払う．これら
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の関係が成立することで，プラットフォームが継続的に利用されることにな

る． 

 

図 3-9 ステークホルダーとプラットフォーム構成要素のモデル 

 

図 3-9 に示すステークホルダーおよびプラットフォーム構成要素のモデルに，

データから価値提供までの流れを追加することを検討した．IoT では，センサー

により処理可能なデータを生成し，データを分析・意味付けすることで付加価値

を創出する．図 3-10 に示す通り，テクノロジ・機能・サービス・ビジネスの４

層により，データから情報，情報から価値，価値提供を実現するモデルを検討し

た．  
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図 3-10 付加価値レイヤーモデル 

 

表 3-3 に付加価値レイヤーと各事例の対応をまとめた．テクノロジ・機能・

サービス・ビジネスの各レイヤーに対応する内容を記入することで，データから

価値提供までの流れを具体的に示すことができることが分かる． 

各ステークホルダーは，事例により兼任となるケースも多い．また，プラット

フォームの構成要素であるクラウドとデバイスの境界位置にある機能をクラウ

ド側かエッジ側で処理をするか十分検討する必要がある． 
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表 3-3 付加価値レイヤーと事例の対応 

レイヤー 

事例 

スマート 

スピーカー 
厨房機器 電力 船舶 

ビジネス 
フード 

デリバリー等 
食品 発電プラント 海運 

サービス 注文 衛生管理 異常兆候検知 運航状態管理 

機能 音声認識 
冷蔵庫内 

温度管理 
パターン判定 機器状態検出 

テクノロジ マイク 温度センサー 電流値検出 振動センサー 
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第4章 IoT プラットフォームビジネス設計

手法の提案 

 提案手法 

3.2 節で考察した通り，データから付加価値創出を具体化するために，4 層の

レイヤー（テクノロジ・機能・サービス・ビジネス）を明確にする必要があ

る．各レイヤーの関連付けおよび分析を行うため，第 2 章で紹介した QFD を

採用することにした．QFD とは，二元表を用いて，各要素間の対応強度を記

入する手法であり，重要度分析を行うことができる（図 4-1）．先行研究にお

いては，プラットフォームの設計や IoT システムの設計に利用実績がある．  

 

（（赤尾 1990: 24）表 2.4 より引用） 

図 4-1 展開表の例 
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付加価値レイヤーの関連付けを行うため，各レイヤー間の二元表を作成して

分析する（図 4-2）． QFD は展開する内容により，様々な展開がある．例えば，

技術展開，コスト展開，信頼性展開，業務機能展開などがある（日本工業規格 

2003: 178）．テクノロジ・機能・サービス・ビジネスを展開する手法をサービス

機能展開（矢頭ほか 2019: A-7-03）と呼ぶ． 

 

 

図 4-2 各レイヤーの関連付け 

 

図 4-3 に，QFD とサービス機能展開の関係を示す．QFD では，要求品質，

品質特性，機能の展開を行う．サービス機能展開では，ビジネス，サービス，機

能，テクノロジの展開を行う．QFD と要求品質とサービス機能展開のサービス，

QFD の機能とサービス機能展開の機能の対応がある． 

サービス機能展開では，IoT に必要なセンサーを表現するために，テクノロジ

を追加している．元の QFD にも技術展開という方法があり，テクノロジの拡張
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は自然な考え方である．実装レベルに近づける詳細化と考えることができる．プ

また，プラットフォーム性を確保するために，ビジネスを追加している．これは，

利用範囲の拡張であり，元の QFD にはない考え方である．QFD は，1 プロダ

クトを中心とした設計アプローチのためである． 

 

 

図 4-3 品質機能展開とサービス機能展開の関係 

 

ビジネスカテゴリとサービスカテゴリ，サービスカテゴリと機能，機能とテク

ノロジの順で二元表を作成する．ビジネスとサービスは，要素の漏れや偏りによ

る不均衡を抑えるため，抽象度を上げたビジネスカテゴリとサービスカテゴリ

として扱う．二元表に各要素間の対応強度を入力することで，関連付けと重要度

算出を行うことができる．二元表の右側の項目と算出された重要度は，次の二元

表のインプットとなるため，すべての要素間に対して関連付けが可能となる（矢
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頭ほか 2019: A-7-03）． 

ビジネスカテゴリとサービスカテゴリの二元表に，サービスに対する顧客要

求を追加することにした．要求を意識した設計が可能となり，また，強制発想を

促すことが期待できる．機能対テクノロジの二元表が完成するとテクノロジの

重要度（価値）が算出できる．コストワース分析により，テクノロジのコストと

重要度をプロットすることで，費用対効果の良いテクノロジを発見することが

できる（図 4-4）． 

 

 

図 4-4 サービス機能展開とコストワース分析 
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 提案手法の実施例 

本節では，提案手法について例題での実施例を示す．手法実施の例題として扱

う IoT プラットフォームとプラットフォーム上のサービス提供のイメージにつ

いて説明する．図 4-5 に既存設備を活用した IoT プラットフォームのイメージ

を示す．プラットフォーム提供者が，クラウドとデバイスを用意して，サービス

提供者が，プラットフォーム上に，複数のサービスを実装するイメージである．

例題の既存設備は，火災報知設備とした． 

 

 

図 4-5 既存設備を活用した IoT プラットフォームのイメージ 
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図 4-6 にサービス提供のイメージを示す．この例では，プラットフォーム提

供者がプラットフォームのデバイスである火災報知設備に人感センサ―を追加

する．サービス提供者であるアパート・マンション賃貸チェーンの業者が見守り

サービスを提供する．そして，顧客であるサービス受給者が，見守りサービスを

利用して離れて暮らす家族の状況を把握する．これは一つのサービスの例であ

り，プラットフォーム上では，複数のサービスが実装される． 

 

 

図 4-6 サービスの提供のイメージ 
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図 4-7 サービス機能展開とコストワース分析の実施概略フロー 

サービス機能展開とコストワース分析を実施するフローを図 4-7 に示す．サ

ービス機能展開とコストワース分析を実施するためには，インプットとなる情

報が必要である．インプット情報の準備を行い，本提案手法を実施する流れを説

明する． 
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 ビジネスとサービスの分析 

最初に，図 4-8 のように，ビジネスとサービスの分析を行い，サービス機能

展開のインプットとして必要なビジネスカテゴリ一覧，ビジネスカテゴリイニ

シャルスコア，サービスカテゴリ一覧を用意する． 

 

 

図 4-8 ビジネスとサービスの分析 

 

ブレーンストーミング，マインドマップ，KJ 法などのアイディア発想法を用

いて，サービスのリストアップを行う．図 4-9 は，ブレーンストーミングの実

施の例である． 

 



39 

 

 

図 4-9 ブレーンストーミングの実施 

デバイス側が決まっている場合は，設置場所の情報をもとにビジネスのリス

トを用意する．法律で設置が義務付けられているデバイスであれば，その情報を

用いる．設定場所が決まっていない場合は，アイディア発想法により，ビジネス

のリストアップを行う．ビジネスのリストアップとサービスのリストアップが

完了したら，ビジネスとサービスの対応表を作成する．このとき，ビジネスに対

するサービスが足りないなどの空白の箇所があれば，その箇所に着目してアイ

ディア出しを行い，対応表を完成させる． 

対応表のサービスについて類似しているものをグルーピングして，サービス

カテゴリ一覧を作成する．ビジネスも同様にグルーピングを行い，ビジネスカテ

ゴリ一覧を作成する． 

ビジネスカテゴリは，価値創出の起点となるイニシャルスコアが必要である．

プラットフォームの目的などによって変わるが，例題では，市場規模，利用者数，

利用頻度それぞれスコア付けを行い，合計値をビジネスカテゴリのイニシャル
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スコアとした． 

 機能とテクノロジの分析 

図 4-10 のように，機能とテクノロジの分析を行い，サービス機能展開とコス

トワース分析のインプットとして必要な機能一覧，テクノロジ一覧，テクノロジ

コストを用意する． 

 

図 4-10 機能とテクノロジの分析 

サービスカテゴリ一覧の具体的なサービスから対応機能を抽出し，機能一覧

を作成する．機能一覧から対応テクノロジを抽出し，テクノロジ一覧を作成する．

シーズ志向によるプラットフォームの作成を目指すのであれば，テクノロジ一

覧を作成する際，テクノロジのシーズをテクノロジ一覧に追加する．テクノロジ

一覧の各テクノロジについてコスト調査を行い，テクノロジコストを用意する．

コストの調査方法は，各企業の調達方法に依存する． 
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 サービス機能展開 

4.2.1 と 4.2.2 で作成したビジネスカテゴリ一覧，ビジネスイニシャルコスト，

サービスカテゴリ一覧，機能一覧，テクノロジ一覧をインプットとして，サービ

ス機能展開を実施する．図 4-11 にサービス機能展開の簡略図を示す． 

 

 

図 4-11 サービス機能展開の簡略図 

 

まず，ビジネスカテゴリとサービスカテゴリの二元表（図 4-11 (A)）を作成す

る．事前に用意したインプットとして，ビジネスカテゴリ（図 4-11 ①），ビジ

ネスカテゴリの重要度（図 4-11 ②）およびサービスカテゴリ（図 4-11 ③）を

入力する．サービスカテゴリに対応する顧客要求（図 4-11 ④）を検討して入力

する．ビジネスカテゴリとサービスカテゴリの顧客要求の関係の強さを確認し，

対応強度（図 4-11 ⑤）を入力する．対応強度は，◎・○・△の 3 通りで表現す

る．サービスカテゴリの重要度（図 4-11 ⑥）を各行のビジネスカテゴリの重要
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度とサービスカテゴリの列に対する対応強度の積の総和により算出する．重要

度算出の数式と二元表の関係を図 4-12 に示す． 

 

 

 

 

𝑐𝑗 = ∑ 𝑎𝑖𝑏𝑖𝑗

𝑁

𝑖=1

 (1) 

図 4-12 重要度の算出（二元表と数式） 

 

対応強度 𝑏𝑖𝑗 を◎：○：△＝3：2：1 として数値に変換して計算式に入力す

る．3：2：1 以外にも 5：3：1 や 4：2：1 などが用いられる（日本工業規格 

2003: 178）．例えば，衛生管理サービスの重要度を算出する場合，ショッピン

グの重要度×ショッピングと衛生管理の対応強度＋介護の重要度×衛生管理の

対応強度 = 3×3 + 4×2 = 17 となる． 

次に，サービスカテゴリと機能の二元表（図 4-11 (B)）を作成する．事前に用

意したインプットとして，サービスカテゴリ（図 4-11 ③）および機能（図 4-11 

⑦）を入力する．また，ビジネスカテゴリとサービスカテゴリの二元表（図 4-11 

(A)）で算出したサービスカテゴリの重要度（図 4-11 ⑥）を入力する．サービ

スカテゴリと機能の関係の強さを確認し，対応強度（図 4-11 ⑧）を入力する．
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機能の重要度（図 4-11 ⑨）を各行のサービスカテゴリの重要度と機能の列に対

する対応強度の積の総和により算出する． 

最後に，機能とテクノロジの二元表（図 4-11 (C)）を作成する．事前に用意し

たインプットとして，機能（図 4-11 ⑦）およびテクノロジ（図 4-11 ⑩）を入

力する．また，サービスカテゴリと機能の二元表（図 4-11 (B)）で算出した機能

の重要度（図 4-11 ⑨）を入力する．機能とテクノロジの関係の強さを確認し，

対応強度（図 4-11 ⑪）を入力する．テクノロジの重要度（図 4-11 ⑫）を各行

の機能の重要度とテクノロジの列に対する対応強度の積の総和により算出する．

以上の通り，三段階の二元表を作成することで，ビジネス～テクノロジの関連付

けが完了する．  

 

 コストワース分析 

4.2.2 と 4.2.3 で作成したテクノロジのスコアとテクノロジのコストをインプ

ットとして，コストワース分析を実施する．図 4-13 にコストワース分析の実施

例を示す．テクノロジのスコアとコストをプロットすることで，テクノロジの費

用対効果が可視化できる．グラフに任意の分割線を引き，テクノロジを採用する

か除外するかの判断を行う． 
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図 4-13 コストワース分析の実施例 
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第5章 IoT プラットフォームビジネス設計

手法の評価 

 設計記述実験の目的 

IoT プラットフォームビジネス構築を想定して、提案手法である「サービス機

能展開」を使用する実験を行う．本実験の目的は，第 4 章で提案した手法が価値

創出の明示化にどのように有効であるか評価することである． 

 

 設計記述実験の概要 

設計記述実験の期間，形式，人数は下記の通りである． 

・期間：令和 2 年 10 月 25 日～令和 3 年 1 月 22 日 

・形式：Teams による Web 会議形式での説明会，個人作業 

・人数：10 名 

 

実験参加者は，すべて社会人であり，全員異なる企業に所属している．表 

5-1 に参加者属性として参加者の番号，グループ，所属部門，役職および年齢

をまとめた． 
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表 5-1 参加者属性 

No. グループ 所属部門 役職 年齢 

1 A 元品質管理 元課長 60 代 

2 A 企画 係長・主任 30 代 

3 A 情報システム 一般社員 30 代 

4 A 研究・開発 課長 40 代 

5 B 情報システム 専門職 40 代 

6 B 製造 課長 40 代 

7 B 営業 課長 50 代 

8 B 研究・開発 課長 40 代 

9 C 企画 経営者・役員 50 代 

10 C 情報システム 経営者・役員 30 代 

 

表 5-2 に示す通り，実験参加者をグループ A～C に分けた．役職が一般社

員，専門職，係長・主任，課長の参加者をグループＡとＢにした．グループＡ

とＢは，設計作業を実施する．グループＡとＢは，それぞれ作業する設計パタ

ーンの組み合わせを入れ変えている．役職が経営者・役員の参加者をグループ

Ｃにした．グループＣは，経営者視点で評価を行う．  

表 5-2 グループ毎の作業分担 

グループ名 作業 人数 

グループ A 設計，設計者視点評価 4 名 

グループ B 設計，設計者視点評価 4 名 

グループ C 経営者視点評価 2 名 
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設計記述実験の流れを表 5-3 に示す．各作業の詳細は，5.3～5.11 節で説明す

る． 

表 5-3 設計記述実験の流れ 

項目 形式 対象 内容 

実験概要説明 Web 会議 ・設計者 

・経営者視点評価者 

・実験内容説明 

ドメイン知識 

教育 

Web 会議 ・設計者 ・火災報知器の説明 

・信号機の説明 

設計知識教育 Web 会議 ・設計者 ・クラス図の説明 

・サービス機能展開の説明 

設計作業 個人作業 ・設計者 

 

・テンプレートによる設計作業 

評価知識教育 Web 会議 ・設計者 

・経営者視点評価者 

・AHP の説明 

評価作業 個人作業 ・設計者 

・経営者視点評価者 

・設計者視点評価 

・経営者視点評価 

アンケート記入 個人作業 ・設計者 

・経営者視点評価者 

・アンケート記入 
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設計作業の結果について，設計者視点および経営者視点の評価を行う．設計者

視点評価により，設計作業のしやすさ等を確認する．また，経営者視点評価によ

り，価値創出の明示化等を確認する．また，設計者および経営者向けにアンケー

トを行い，評価結果の根拠を確認する．図 5-1 に実験作業と実験目的の関係を

示す．経営者視点評価により目的に対する直接的な評価を行い，その他の設計者

視点評価・設計者向けアンケート・経営者向けアンケートにより，補足を行う． 

 

 

図 5-1 実験作業と実験目的の関係 
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 実験概要説明 

実験を開始するにあたり，実験概要の説明を行った．実験概要の説明資料抜粋

を図 5-2 に示す．概要として下記の内容を説明した． 

 

１． 設計対象と具体的な事例紹介 

２． 例題の説明 

３． 作業分担の説明 

４． 実験手順の説明 

 

  

図 5-2 実験概要説明資料（抜粋） 
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 ドメイン知識教育 

本実験の例題として，火災報知機と信号機を選択した．選択した理由は，どち

らも法律で設置が義務付けられているためである．それぞれ屋内と屋外の代表

例として考えることができる． 

例題の分野の理解のために，ドメイン知識教育を行った．ドメイン知識教育の

説明資料抜粋を図 5-3 に示す．ドメイン知識教育として，下記の内容を説明し

た． 

１． 各機器の初期時代 

２． 各機器の構成 

３． 各機器の使用例 

 

  

図 5-3 ドメイン知識教育資料（抜粋） 
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 設計知識教育 

本実験では，二種類の設計方法の比較を行う．設計知識教育では，提案手法で

あるサービス機能展開と比較対象の手法である UML のクラス図の説明をした．

設計知識教育の説明資料抜粋を図 5-4 に示す． 

 

  

図 5-4 設計知識教育資料（抜粋） 

 

比較対象として UMＬのクラス図を選択した理由は，第 2 章の先行研究レビ

ューで IoT システムの設計に利用されているためである．また，組込みシステ

ム技術協会が 2008 年に実施した設計手法に関するアンケート内で，静的構造を

設計する手法としては，クラス図が 1 位であった（組込みシステム技術協会 

2008: 14）． 
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 設計作業 

2 種類の設計対象と 2 種類の設計手法の組み合わせは 4 通りとなる．設計作

業を実施するにあたり，テンプレートを 4 種類用意した． 設計テンプレート作

業グループの対応を表 5-4 に示す．グループ A・B の作業者は，それぞれ 4 通

りの組み合わせのうち 2 つを担当する．実験に個人のスキル差が出ないように

両方の設計手法を扱う．また，例題の分野による差が出ないように両方の設計対

象を扱う． 

 

表 5-4 設計テンプレートと作業グループ 

設計対象 設計手法 作業グループ 

火災報知機 サービス機能展開 A 

信号機 クラス図 A 

火災報知機 クラス図 B 

信号機 サービス機能展開 B 

 

図 5-5 にクラス図のテンプレートの概略図を示す．クラス図テンプレートは，

1 枚のシートに提案書と設計内容が収まる構成である．ビジネスカテゴリのクラ

ス，サービスカテゴリのクラス，機能のクラス，およびテクノロジのクラスは記

入済みであり，不要なクラスを消去して設計を行う．また，機能のクラスとテク

ノロジのクラスは，事前に関連の接続がされた状態である． 
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図 5-5 クラス図テンプレート概略図 

 

図 5-6 にサービス機能展開のテンプレートの概略図を示す．サービス機能展

開テンプレートでは，3 段階の 2 元表とコストワース分析を行うため，4 枚のシ

ートによる構成となる．1 枚目のシートには，クラス図と同様に提案書の部分が

ある．各二元表の項目（ビジネスカテゴリ，サービスカテゴリ，機能およびテク

ノロジ）は記入済みである． 

 

図 5-6 サービス機能展開テンプレート概略図 
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表 5-5 各設計テンプレートの作業 

作業分類 サービス機能展開の作業 クラス図の作業 

ビジネス選択 ビジネスカテゴリを２～５個

選択． 

ビジネスカテゴリを２～５個

選択．不要なビジネスカテゴリ

のクラスは消去． 

サービスの顧客要求 

記載 

サービスカテゴリの下に顧客

要求を記載． 

サービスカテゴリクラスの操

作名に，顧客要求を記載．  

ビジネスとサービス 

の対応入力 

対応強度を◎・○・△で入力． 関連の線で接続．不要なサービ

スカテゴリクラスは消去． 

サービスと機能 

の対応入力 

対応強度を◎・○・△で入力． 関連の線で接続．不要な機能ク

ラスは消去． 

機能とテクノロジの

対応入力 

事前に入力された対応強度を

見直し．  

事前に接続された関連の線を

見直し．不要なテクノロジクラ

スは消去． 

コストワース分析 費用対効果のグラフ内容を確

認． 

作業なし． 

 

提案書記入 タイトル・概要・作業時間を記

載． 

タイトル・概要・作業時間を記

載． 

 

表 5-5 に各設計テンプレートの作業を示す．ビジネス選択として，採用する

ビジネスカテゴリを２～５個選択する．クラス図では，不要なビジネスカテゴリ

のクラスを消去する．サービスの顧客要求を記載する（図 5-7）．サービス機能

展開では，二元表のサービスカテゴリの下に記載する．クラス図では，サービス

カテゴリの操作名に，顧客要求を記載する． 
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図 5-7 顧客要求の記載 

 

ビジネスとサービスの対応を記載する（図 5-8）．サービス機能展開では，ビ

ジネスカテゴリとサービスカテゴリが交差する枠にその関係性の強さに応じて，

対応強度を◎・○・△で記入する．クラス図では，ビジネスカテゴリのクラスと

サービスカテゴリのクラスに関連性があれば，線で接続する．また，不要なクラ

スがあれば消去する． 

 

 

図 5-8 ビジネスとサービスの対応記載 
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同様の手順でサービスと機能の対応を入力する．また，機能とテクノロジの対

応は事前に入力済みのため，内容の見直しを行う．サービス機能展開では，対応

強度が適切か確認する．クラス図では，クラス間の接続が適切か確認する． 

コストワース分析（図 5-9）を行い，費用対効果を確認する．使用テクノロジ

に対するコストと価値を表形式にして，それをプロットすることで，テクノロジ

コスト対テクノロジ価値の分析が可能となる．サービス機能展開またはクラス

図を作成した結果，機能と結びついているものを使用テクノロジとみなす．テク

ノロジのコストは，事前に用意するものとする．テクノロジの価値は，サービス

機能展開のときのみ算出可能である．サービス機能展開では，テクノロジの費用

対効果の高いものを残すように，採用するテクノロジの見直しが可能となる． 

 

 

図 5-9 コストワース分析 
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提案書は最初から記入を開始してもよいが，すべての設計作業の最後に見直

しを行い完了させる．タイトルとしてプラットフォーム全体を一言で示す内容

を記入する．概要として，ターゲットとするビジネスと顧客要求を満たすサービ

スの内容を記入する．作業時間として，記入に要した時間を記録する． 

対象デバイスのベースコストと選択したテクノロジのコストの合計を，プラ

ットフォームデバイス単価とする．サービス機能展開では，プラットフォーム単

価を自動算出可能なフォーマットとしたため，提案書の下の位置に，単価が記載

される．クラス図では，自動算出ができないフォーマットのため，設計作業完了

後に，使用するテクノロジを目視で確認して，手計算で追加する． 

実験で使用した設計テンプレートについては，付録の付図 1～付図 10 に添

付している． 
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 評価知識教育 

設計結果の評価のため，評価知識教育を実施した．評価知識教育の説明資料抜

粋を図 5-10 に示す． 

 

  

図 5-10 評価知識教育資料（抜粋） 

 

評価手法としては，AHP（Analytic Hierarchy Process）（Saaty 1987）を採用

した． 

AHP とは，対となる項目の比較によって，比率尺度を算出する手法である．

比較は，好みや感覚を元にした相対的な強度を反映したものとなる．一貫性，計

測方法，要素の独立性に対する心配がなく，様々な意思決定に応用することがで

きる．全体の目的から，基準，代替案に下っていく階層構造となる（Saaty 1987: 

161-162）．  
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AHP の例（大学の選択）を図 5-11 に示す． 

 

 

（（Saaty 1987: 164） Figure 2 より引用） 

図 5-11 AHP の例 

AHP では，結果に矛盾が含まれているかを検証するために CI（Consistency 

Index）の確認を行う．本実験の評価結果として，CI がすべて 1.5 未満の結果を

採用している． 
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 設計者視点評価作業 

設計者は，設計作業を完了した後，自身が作業した結果を振り返り，設計手法

の評価を実施した．設計者視点評価の評価基準を表 5-6 に示す．  

 

表 5-6 設計者視点の評価基準内容 

評価基準 内容 

設計時間 設計作業にかかった時間 

設計容易性 設計作業が簡単かどうか 

変更容易性 設計を変更することになった場合，簡単に変更できるか 

理解容易性 他者が簡単に理解できる設計か 

合目的性 顧客要求を満たした設計ができるか 

一貫性 一貫した基準での設計ができているか 

（線のつなげ方，○の選択基準） 
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設計者視点の評価基準の重みづけの結果を表 5-7 および図 5-12 に示す．合

目的性および一貫性の重みが高い結果となった． 

 

表 5-7 設計者視点 評価基準の重みの値 

基準 基準の重み 

設計時間 0.0547 

設計容易性 0.1564 

変更容易性 0.1341 

理解容易性 0.1043 

合目的性 0.3116 

一貫性 0.2389 

 

 

図 5-12 設計者視点 評価基準の重みのグラフ 
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設計者視点の基準別の評価を表 5-8 および図 5-13 に示す．サービス機能展

開については，変更容易性が高い評価となった．クラス図については，合目的性，

一貫性，設計容易性，理解容易性が高い評価となった．総合評価の結果の通り，

全体的にクラス図は評価が高い傾向である． 

 

表 5-8 設計者視点 基準別評価の値 

項目 サービス機能展開 クラス図 

設計時間 0.0329 0.0308 

設計容易性 0.0666 0.0852 

変更容易性 0.0824 0.0637 

理解容易性 0.0411 0.0698 

合目的性 0.1305 0.1639 

一貫性 0.0935 0.1397 

 

 

図 5-13 設計者視点 基準別評価のグラフ 
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設計者視点の総合評価の結果を表 5-9 および図 5-14 に示す．設計者視点の

総合的な評価は，クラス図の方が高い結果となった． 

 

表 5-9 設計者視点 総合評価の値 

項目 サービス機能展開 クラス図 

総合評価値 0.4470 0.5530 

 

 

図 5-14 設計者視点 総合評価のグラフ 
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 経営者視点評価作業 

経営者は，設計者の設計作業結果の資料を評価する．評価対象の資料は，設計

者 8 人と一人当たり 2 件のため，合計 16 件となる．評価作業は，8 件ずつの 2

回に分けて実施した．経営者視点評価の評価基準を表 5-10 に示す．  

 

表 5-10 経営者視点の評価基準内容 

評価基準 内容 

実現容易性 プラットフォームの実装（作成）が容易であるか 

具体性 実装（作成）するにあたり，具体性があるか 

ユニーク性 対象ビジネスの市場内で独自性があるプラットフォームか 

魅力性 利用者にとって魅力のあるプラットフォームか 

※IoT としてデータから価値創出ができているか確認するための項

目 

汎用性 汎用性のプラットフォームか（他業種への転用が可能か） 

※プラットフォーム性があるか確認するための項目 

継続性 事業の継続性があるプラットフォームか 

※プラットフォーム性があるか確認するための項目 

合意形成容易性 車内での合意形成が容易な資料であるか 

コスト 

パフォーマンス 

実装費用に対して価値があるか 
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経営者視点の評価基準の重みづけの結果を表 5-11 および図 5-15 に示す．魅

力性，継続性およびユニーク性の重みが高い結果となった． 

 

表 5-11 経営者視点 評価基準の重みの値 

基準 基準の重み 

実現容易性 0.0848 

具体性 0.1067 

ユニーク性 0.2080 

魅力性 0.2717 

汎用性 0.0330 

継続性 0.2393 

合意形成容易性 0.0290 

コストパフォーマンス 0.0276 

 

 

図 5-15 経営者視点の評価基準の重み 

  



66 

 

経営者視点の基準別の評価を表 5-12 および図 5-16 に示す．サービス機能展

開については，魅力性，ユニーク性，具体性が高い評価となった．クラス図につ

いては，継続性が高い評価となった．総合評価の結果の通り，全体的にサービス

機能展開は評価が高い傾向である． 

 

表 5-12 経営者視点 基準別評価の値 

項目 サービス機能展開 クラス図 

実現容易性 0.0436 0.0412 

具体性 0.0603 0.0463 

ユニーク性 0.1123 0.0956 

魅力性 0.1427 0.1290 

汎用性 0.0172 0.0158 

継続性 0.1142 0.1251 

合意形成容易性 0.0158 0.0131 

コストパフォーマンス 0.0123 0.0153 

 

 

図 5-16 経営者視点 基準別評価 
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経営者視点の総合評価の結果を表 5-13 および 図 5-17 に示す．経営者視点

の総合的な評価は，サービス機能展開の方が高い結果となった． 

 

表 5-13 経営者視点 総合評価の値 

項目 サービス機能展開 クラス図 

総合評価値 0.5185 0.4815 

 

 

図 5-17 経営者視点 総合評価 

 

  



68 

 

 アンケート（設計者） 

作業終了後に，設計者に自由記述形式を中心としたアンケートを実施した．ア

ンケートの目的は，実験の結果には表れない意見を抽出して，結果の考察や今後

の改善への利用することである．設計者向けのアンケート質問を表 5-14 に示す． 

 

表 5-14 設計者向けアンケート質問 

分類 質問 

知識教育 ドメイン知識教育（火災報知機）について，不明点やご意見などあれば記入

してください． 

知識教育 ドメイン知識教育（信号機）について，不明点やご意見などあれば記入して

ください． 

知識教育 設計知識教育（UML クラス図）について，不明点やご意見などあれば記入し

てください． 

知識教育 設計知識教育（サービス機能展開）について，不明点やご意見などあれば記

入してください． 

知識教育 評価知識教育（AHP）について，不明点やご意見などあれば記入してくださ

い． 

設計作業 設計テンプレート（UML クラス図）について，不明点やご意見などあれば記

入してください． 

設計作業 設計テンプレート（サービス機能展開）について，不明点やご意見などあれ

ば記入してください． 

設計作業 設計（クラス図）のメリットなど気が付いた点があれば記入してください． 

設計作業 設計（クラス図）のデメリットなど気が付いた点があれば記入してください． 

設計作業 設計（サービス機能展開）のメリットなど気が付いた点があれば記入してく

ださい． 

設計作業 設計（サービス機能展開）のデメリットなど気が付いた点があれば記入して

ください． 

評価作業 評価テンプレート（AHP）について、不明点やご意見などあれば記入してく

ださい． 

 



69 

 

ドメイン知識教育に関しては，対象ドメインに対する理解が深まり，実験の案

内として有効だという意見があった．例題である火災報知機と信号機の説明を

行ったが，普段の生活では意識する機器ではないため，ドメイン知識について教

育は必要であることがわかる． 

設計知識教育に関しては，クラス図を採用した理由が不明という質問があっ

た．教育の際に選択理由の詳細を示さなかったことによる疑問であるため，次回

実験をする際に，理由を明確に示す必要がある． 

評価知識教育に関しては，AHP で評価基準の重みづけをするのではなく，過

去の反省点を元に，商品目的に合わせたポートフォリオを作成するやり方があ

るという指摘があった．指摘の通り，実際の業務内では企業の開発スタイルに合

わせて評価をするべきである．実験では，企業の過去の反省点などのインプット

がないため，その方法を採用することはできない． 

設計テンプレートに関しては，自由度の制限があるが事前にある程度記入さ

れているため，知識がなくても簡単に作業ができるという意見があった．完全に

自由な記述をすると難易度が高くなることと比較評価が困難になるのを防ぐた

めにテンプレートを用意したため，意図通りである． 
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表 5-15 に各手法のメリットとデメリットの意見をまとめた． 

 

表 5-15 各手法のメリットとデメリットの意見（設計者） 

手法 メリット デメリット 

サービス 

機能展開 

・深い考察を誘発し，発想支援の効

果がある． 

・ビジネス側，テクノロジ側どちら

からでも発想ができる． 

・詳細なテクノロジを求めるには有

効である． 

・シートが多く複雑そうに見える

が，簡単に作成できる． 

・複雑で，短時間で他人に説明するの

に不向き． 

・対応強度の付け方が主観になる． 

 

クラス図 ・要素間の関係が視覚的にわかりや

すい． 

・1 ページでまとまるため，他人に

説明しやすい． 

・接続線が多くなるとわかりにくい． 

 

 

サービス機能展開のメリットとして，発想支援の効果があるこという意見

があった．設計者視点評価基準に発想支援に該当する項目が入れていなかった

ため，評価結果に反映されなかった．また，3 段階の二元表による展開が複雑そ

うに見えるが，作業としては簡単であるという意見があった． 

サービス機能展開のデメリットとして，短時間で他人に説明するのは不向

きという意見があった．また，二元表の対応強度の付け方が主観的になるという

意見があった．評価自体の認識合わせを行うことで対応強度の付け方の基準を

統一するなどの別の活動が必要である． 
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クラス図のメリットとして，各要素間の関係が視覚的にわかりやすいとい

う意見があった．また，１ページで完結しているため，他人へ説明がしやすいと

いう意見があった． 

クラス図のデメリットとして，接続線が多くなるとわかりにくいという意

見があった．クラス図のメリットに視覚的にわかりやすいことが挙げられてい

たが，ある程度シンプルな設計のときに限定された特徴である．規模が大きくな

ると線の数が増えて，視覚的に多量の線がどこにつながっているか逆にわかり

にくくなるという問題がある． 
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 アンケート（経営者） 

経営者に対しても，設計者と同様に作業終了後にアンケートを実施した． 

質問内容を表 5-16 に示す． 

 

表 5-16 経営者向けアンケート質問 

分類 質問 

知識教育 評価知識教育（AHP）について、不明点やご意見などあれば記入してくださ

い。 

評価作業 評価テンプレート（AHP）について、不明点やご意見などあれば記入してく

ださい。 

評価作業 評価基準について、ご意見などあれば記入してください． 

評価作業 設計資料（クラス図）のメリットなど気が付いた点があれば記入してくださ

い。 

評価作業 設計資料（クラス図）のデメリットなど気が付いた点があれば記入してくだ

さい。 

評価作業 設計資料（サービス機能展開）のメリットなど気が付いた点があれば記入し

てください。 

評価作業 設計資料（サービス機能展開）のデメリットなど気が付いた点があれば記入

してください。 

 

知識教育に関する意見は特になかった．評価作業に関しては，評価基準の定義

が曖昧な点があるという指摘があった．表 5-10 のように，評価基準について，

基準名だけでなく内容を記載したが，この説明では不十分であった可能性があ

る。評価基準の認識合わせに時間をかけて対応する必要があった． 
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表 5-17 に各手法のメリットとデメリットの意見をまとめた． 

 

表 5-17 各手法のメリットとデメリットの意見（経営者） 

手法 メリット デメリット 

サービス 

機能展開 

・詳細が分かる． ・一覧できない． 

・構造が複雑であり、資料だけ見ても

内容がわからない． 

クラス図 ・一覧ができる． 

・俯瞰的に把握ができる． 

・詳細が不明． 

・記載内容が単語的で読み手の想像に

よる補完が必要． 

 

サービス機能展開のメリットとして，内容の詳細が分かるという意見があっ

たが，逆に分かりにくいという意見があった．経営者視点評価を実施する担当へ，

設計知識教育を行っていなかったため，意見が分かれた可能性がある． 

サービス機能展開のデメリットとして，一覧ができないという意見があった．

設計者側の類似意見として，他人への説明が難しいという意見があり，1 ページ

で完結していないためである． 

クラス図のメリットとして，一覧ができるという意見があった．同様に俯瞰的

に把握ができるという意見があった．設計者側の意見でも，他人に説明しやすい

という意見がある． 

クラス図のデメリットとして，内容の詳細が不明という意見があった．同様に，

記載内容が単語的であり補完が必要という意見があった．クラス図の簡易的な
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表現により，俯瞰性は優れているが，記載内容の詳細の表現が難しいということ

が分かる． 
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第6章 結論 

 本研究のまとめ 

製造業での継続的な発展には付加価値創出のためのデータ活用が必要である

が，その基盤となる IoT プラットフォーム構築は，多様な要求のバランスをと

るのが困難である．本研究では，上記課題を解決するための IoT プラットフォ

ームを構築する具体的な手法が不十分であることを指摘した．この背景を基に，

IoT プラットフォームを構築する手法の提案とその評価を行った． 

ハードウェアを含む既存の IoT プラットフォームである事例として Amazon

の Echo，日本エレクトロヒートセンターの厨房機器共通 IoT プラットフォーム，

三菱電機の電力 IoT プラットフォーム，シップデータセンターの船舶データ収

集プラットフォームについて分析を行った．分析した結果を基に，ステークホル

ダー，プラットフォームおよび付加価値レイヤーにより構成されるモデルを構

築した． 

付加価値レイヤーの表現により，データから価値創出および価値提供の流れ

が明確化可能であるため，そのレイヤーを分析する手法として QFD をベースに

したサービス機能展開という手法を提案した． 

設計記述実験としてサービス機能展開とクラス図による IoT プラットフォー
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ム設計の実験を行い，設計アウトプットについて設計者視点および経営者視点

の評価を行った．経営者視点の評価結果では，サービス機能展開の方が魅力性の

評価が高く，データから価値創出を実現できていることを示すことができた． 

 

 リサーチ・クエスチョンに対する回答 

本節では， 1.2 節で立てたサブシディアリー・リサーチ・クエスチョン（SRQs）

について回答し，それらの回答結果をもとに，メジャー・リサーチ・クエスチョ

ン（MRQ）について回答する．はじめに，SRQ1 の問いは，以下のとおりであ

る． 

SRQ1：IoT プラットフォームビジネスのステークホルダーおよび構成要素に

は何があり，それらはどのような関係にあるか？ 

この問いに対する回答として，IoT プラットフォームの事例分析を実施した．

その結果，図 3-9 に示した通り，ステークホルダーとして，サービス利用者，

サービス開発者，クラウド開発者およびデバイス開発者があり，プラットフォー

ムとして，クラウドとデバイスがある．また，図 3-10 に示した通り，データか

ら付加価値創出をする流れをテクノロジ，機能，サービスおよびビジネスの 4 層

のレイヤーで表現した．ステークホルダー，プラットフォーム，付加価値レイヤ

ーは，データから価値創出する流れを通じて循環することで継続的発展が実現
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できる関係にある． 

次に，SRQ2 の問いは，以下のとおりである． 

SRQ2： IoT プラットフォームビジネスの価値創出を明示化するために，どの

ような設計手法があるか？ 

この問いに対する回答として，図 3-10 に示した付加価値創出の 4 層（テクノ

ロジ，機能，サービスおよびビジネス）の関連付けおよび分析を行うため，QFD

を採用することにした．ビジネスカテゴリとサービスカテゴリ，サービスカテゴ

リと機能，機能とテクノロジの 3 段階の展開を行う“サービス機能展開”を提案

した． 
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次に，SRQ3 の問いは，以下のとおりである． 

SRQ3：IoT プラットフォームビジネスの設計手法は，価値創出の明示化にど

のように有効であるか？ 

この問いに対する回答として，提案した設計手法を用いた設計記述実験を実

施した．経営者視点評価では、サービス機能展開の魅力性がクラス図よりも高い

ことを示すことができた．また，同様に，具体性とユニーク性についてもクラス

図より高い結果であった．設計者のアンケート内では，サービス機能展開の方が

アイディア発想支援の効果があるという意見があり，上記評価結果につながっ

ていることがわかる．サービス機能展開では，データから価値創出を行うための

設計として有効である． 

また，設計者視点評価では，クラス図の方が，合目的性，一貫性，設計用意性，

理解用意性についてサービス機能展開よりも高い結果となった．設計者として

は，クラス図の方が設計しやすい傾向がある． 
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最後に，MRQ の問いは，以下のとおりである． 

MRQ： IoT プラットフォームビジネスを構築する際の意思決定をどのように

支援するか？ 

全体の俯瞰をして設計する段階では，クラス図を用いる．そして，アイディア

を深く掘り下げる段階では，サービス機能展開を用いる．両方の手法を段階によ

って使い分けることが必要である． 

クラス図は，設計者視点評価において，設計用意性や理解用意性で高い評価で

あり，経営者視点では，継続性が高い評価であった．プラットフォーム全体構成

を検討するために，クラス図を用いる． 

また，サービス機能展開は，経営者視点において，魅力性，ユニーク性，具体

性が高い評価であった．サービス機能展開によりアイディアの強制発想を促し，

具体化していくことで，データから価値を創出し魅力あるプラットフォームを

設計することが期待できる． 

サービス機能展開では、ビジネス・サービス・機能・テクノロジの関連付けが

可能である．ターゲットとするビジネス，具体的なサービス内容，必要な機能と

テクノロジの選択させることで，プラットフォーム構築の意思決定を支援する

ことが可能となる． 
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 理論的含意 

本研究では，IoT プラットフォームの事例調査を通して，IoT プラットフォー

ムの価値創出のモデルを検討した．検討したモデルを基に IoT プラットフォー

ムを構築するための設計手法としてサービス機能展開という手法を提案した． 

2.1 節で示した IoT システム設計に関する先行研究では，Westerlund ら（2014）

や Ju（2016）は，IoT ビジネスモデルの分析・設計手法に関する研究を行って

いる．また，Reggio（2018）は，UML をベースとした IoT システムの要求仕様

を抽出する手法を提案している．Alptekin（2017）と Chen（2013）は，QFD を

ベースとした IoT システムの設計を行う手法を提案している． 

2.2 節で示したプラットフォーム設計に関する先行研究では，Perera ら（2014）

は，センサーに着目したプラットフォームのサービスモデルを提唱している．ま

た，Jariri ら（2008）は，自動車のプラットフォーム設計に QFD を使用した分

析手法を提案している． 

本研究では，下記の 2 点が先行研究と異なり，新規性がある． 

・IoT プラットフォーム上のデータから価値を創出するために 4 層の付加価

値レイヤーを用いる点 

・付加価値レイヤーの各要素の関連付けをする手法として QFD をベースと

したサービス機能展開を提案した点 
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具体的には，図 3-10 の付加価値レイヤーモデルにて，ビジネス・サービス・

機能・テクノロジの 4 層により，データから情報，価値，価値提供へ結びつける

観点と図 4-4 の各レイヤーの関連付けを 3 段階の 2 元表による展開で分析を進

める観点が理論的含意である． 

 

 実務的含意 

本研究の実務的含意は，IoT プラットフォーム構築の際にデータから価値創出

までの流れを明確にした設計が実践できる点である．IoT プラットフォームの付

加価値レイヤーモデルにより，プラットフォームとステークホルダーだけでは

なく，抽象的なレイヤーとしてビジネス，サービス，機能およびテクノロジを意

識することができる．そして，サービス機能展開により，ビジネスカテゴリ対サ

ービスカテゴリ，サービスカテゴリ対機能，機能対テクノロジの 3 段階の展開

により，各レイヤーの要素の関係性に注目したアイディアの発想支援を行うこ

とができる． 

また，ビジネスニーズ・技術シーズどちらの方向からでも設計が可能な構成で

あるため，機能対テクノロジの展開から開始しても良い．3.1 節で示した具体例

では，Amazon とシップデータセンターのプラットフォームは，技術シーズ志向

のプラットフォームであり，日本エレクトロヒートセンターと三菱電機のプラ
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ットフォームは，ビジネスニーズ志向のプラットフォームである．各企業の志向

性に合わせた設計が可能であり，最終的にデータから価値創出を結び付け可能

であることに，実務的含意がある． 

 

 本研究の限界と将来研究への示唆 

本研究の限界のひとつに，提案した付加価値レイヤーモデルをブラッシュア

ップするために，分析対象の IoT プラットフォーム事例を増やして検証する必

要がある．多数の事例を分析することで，IoT らしさ，プラットフォームらしさ

をより具体的に示すことが必要である． 

次に，設計記述実験の設計者数と評価者数を増やす必要がある．本研究では，

8 名の設計者と 2 名の評価者での実験であったが，実験結果の正確性を向上させ

るためには，より多い人数での実験が必要となる． 

また，設計者のアンケート結果では，サービス機能展開による発想支援の効果

があるという意見があったが，評価基準に該当する項目を含めていなかった．評

価基準そのものについても見直しが必要である．クラス図に関しては，視覚的に

分かりやすいことと，反対に分かりにくいという対立した意見があった．これは，

設計が小規模の場合は，接続線が少ないため視覚的に分かりやすいが，規模が大

きくなると接続線が増えて，そのつながりを追うのが逆にわかりにくくなり破



83 

 

綻するという問題があるためである．クラス図の規模により評価が変わる可能

性がある． 

経営者のアンケート結果では，評価基準が不明確な点があるという指摘があ

った．基準に対する説明文は用意したがそれでは不十分であった可能性がある．

評価基準についての説明や認識合わせに時間をかける必要がある．また，サービ

ス機能展開の成果物について，内容が分かりやすいという意見と反対に分かり

にくいという意見があった．経営者視点評価の作業者に対して，設計知識教育を

実施することで，改善する必要がある． 

本研究の MRQ の回答として，クラス図とサービス機能展開の使い分けが必

要であることを述べた．今後は，IoT プラットフォームの設計フェーズを分けて，

抽象度の高いレベルから具体的なレベルに落としこむための手法の研究に取り

組む予定である． 

また，サービス機能展開については，ビジネスニーズと技術シーズを結びつけ

る手法として，他の分野への応用が期待できる．汎用性を高めるか各レイヤーの

見直しをすることで IoT プラットフォーム以外への適用が可能であると思われ

る． 
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付録 

 

付図 1 クラス図テンプレート（火災報知器） 

 

付図 2 クラス図テンプレート（信号機） 
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付図 3 サービス機能展開テンプレート ビジネスカテゴリ対サービスカテゴ

リ（火災報知機） 

 

付図 4 サービス機能展開テンプレート サービスカテゴリ対機能（火災報知機） 
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付図 5 サービス機能展開テンプレート 機能対テクノロジ（火災報知機） 

 

付図 6 サービス機能展開テンプレート コストワース分析（火災報知機） 
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付図 7 サービス機能展開テンプレート ビジネスカテゴリ対サービスカテゴ

リ（信号機） 

 

付図 8 サービス機能展開テンプレート サービスカテゴリ対機能（信号機） 
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付図 9 サービス機能展開テンプレート 機能対テクノロジ（信号機） 

 

付図 10 サービス機能展開テンプレート コストワース分析（信号機） 
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